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インクルーシブ教育システム構築のための
病弱・身体虚弱教育の役割
滝川国芳*
本論では， 日本における病弱・身体虚弱教育の変遷を踏まえた上で，障害者権利条約
の批准に向けた国内法制度改革の動向を{府服する。その上で，インクルーシブ教育シス
テム構築のための病弱・身体虚弱教育の役割について明らかにすることを目的とする。
病気のある子供は、特別支援学校(病弱).小中学校の特別支援学級だけではなく、通
常の学級にも数多く在籍している。高度医療が必要な疾患においては.国策として治療
の集約化，ネットワーク化，均てん化が進められており、病気の子供は、圏域を越えた
医療体制の下で、治療を行うことになる。そのため、病気療養を必要とする子供の就学
方法や手続きについては.より 一層の柔軟な対応が求められる。また、入院期間の短期化、
入退院の頻固化のため、 自宅療養が長期化する子供も少なくない。そこで、病気を理由
とする長期欠席者や精神性の疾患等のある学校に通うことができない子供への教育提供
は喫緊の課題である。
今後.インクルーシブ教育システム構築に向けて、病弱・身体虚弱教育においては.
特別支援学校(病弱)と病弱・身体虚弱特別支援学級とが協働し幼稚園，小学校.中
学校，高等学校とより緊密な情報共有を図ることによって，病気のある子供の学びの場
として.に隙聞のない教育システムを考えなければならない。
キーワード:特別支援教育、インクル ーシブ教育システム、 病弱 ・身体虚弱教育、
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1 はじめに
我が国においては，2013 (平成 25)年 l月，
内閣総理大臣の私的諮問機関として 「教育再生
実行会議」 が設置され， 21世紀の日本にふさわ
しい教育体制を構築し教育の再生を実行に移
していくための教育改革の推進を目指している。
また，文部科学省においては， 2001 (平成 13)
年に現在の中央教育審議会が設置され，教育改
革が継続的に進められている2L
このような教育改革の中で. I学校教育法等の
一部を改正する法律案(平成 18年法律第80号)J
が2007(平成 19)年4月1日から施行され、同
日、文部科学省初等中等教育局長から「特別支
援教育の推進について(通知)Jが発出された山。
主な改正点は，これまでの盲学校，聾学校，養
護学校を.複数の障害種別に対応した教育を実
施することができる特別支援学校の制度を創設
したこと，特別支援学校が地域の小中学校等へ
のセンター的機能を果たすこと，小中学校にお
いて，通常の学級に在籍する発達障害を含む障
害のある児童生徒に対して適切な教育を行うこ
と等である。2012(平成 24)年7月には，中央
教育審議会初等中等教育分科会特別支援教育の
在り方に関する特別委員会から. I共生社会の形
成に向けたインクルーシブ教育システム構築の
ための特別支援教育の推進(報告)が出され.1 
本における今後の特別支援教育の方向性が提示
された 1lo
さらに， 2006 (平成 18)年に国際連合総会で
採択された 「障害者の権利に関する条約J(以下，
障害者権利条約とする)を， 日本は 2014(平成
26)年l月に批准しぺ今後の障害者施策のパラ
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ダイムの転換の契機となった。
これらの制度改革等の中で，病弱・身体虚弱
教育として行われている病気のある子供たちの
教育環境もこ こ数年大きく変化している。これ
まで，病弱・身体虚弱教育は，医療と密接に関
連しながら取り組まれてきた。医療においても
現在，厚生労働省による医療制度改革が進行し
ている。病弱・身体虚弱教育は，教育界と医療
界との大きな改革の中にあるといえる。
そこで，本稿では， 日本における病弱・身体
虚弱教育の変遷を踏まえた上で，障害者権利条
約の批准に向けた国内法制度改革の動向を{府慨
し さらに，インクルーシブ教育システム構築
において病弱・身体虚弱教育が果たす役割につ
いて明らかにすることを目的とする。
2.病気のある子供の義務教育への体制整備
日本における病弱・身体虚弱教育の整備の経
緯を振り返ってみる。
明治2年 (1889年).三重県立師範学校で脚
気病の生徒に対して転地して教育を行った記録
が， 日本における病弱者に対する学校教育の記
録として最初のものとされている 6)。その後，結
核，ハンセン病患者のための療養所等において，
師範学校出身の患者が，療養中の子供達を対象
に，公教育ではない任意の教育を行うという形
校
態が生まれた。このことが，後の学校教育法に「小
学校，中学校および高等学校は，疾病により療
養中の児童及び生徒に対して，特別支援学級を
設け，又は教員を派遣して，教育を行うことが
できる。」と定める契機となる。
第二次世界大戦後の 1947(昭和2)年，学校
教育法が制定され，身体虚弱者については，特
殊学級で教育することとなったが，病気治療が
必要な者については，明治の小学校令以降，依
然として就学猶予又は免除の対象と位置づけら
れた。ゆえに学校教育法制定当初に定める養護
学校は. i病弱者」を対象とはしていない。 昭和
32年(1957年).当時の障害児の教育措置基準
の改訂が行われ，結核性疾患，心臓疾患.腎臓
疾患，身体虚弱の程度の高い者は，養護学校で
教育することとなった。そして. 1961 (昭和36)
年の学校教育法改正によか養護学校の対象者
として病気療養中の児童生徒が位置づけられ「病
弱養護学校」が新たに創設された。病弱養護学
校への就学基準は.["ー 慢性の胸部疾患，心臓疾
患，腎臓疾患等の状態が6月以上の医療又は生
活規制を必要とする程度のもの，二身体虚弱の
状態が6月以上の生活規制を必要とする程度の
もの」と学校教育法施行令に定められた。
しかしながら，病弱養護学校の設置は大きく
は進まず. 1980 (昭和54)年の養護学校義務制
図1 全国の病弱養護学校本校・分校の設置数の推移
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実施において，各都道府県は病弱養護学校の小・
中学部を設置する義務が課せられることとなり.
実施年になってようやく 47都道府県すべてに病
弱養護学校が整備された。図lは.1961 (昭和
36)年から 1980(昭和 54)年までの全国の病弱
養護学校本校 ・分校の設置数の推移を示してい
る。
特に 1974(昭和49)年に創設された「小児慢
性特定疾患治療研究事業Jによって，医療費の
自己負担分が大幅に軽減され，患者家族の医療費
の負担軽減が図られたことによって，入院治療
を受ける病気のある子供が増加したことは，病
弱養護学校整備に向けた要因となった。
このような変遷を経て，病気のある子供の教
育は，病弱 ・身体虚弱教育として.学校教育制
度に位置づけられることとなった。
3 病弱 ・身体虚弱教育の推進に向けたこれま
での取り組み
病気により病院での入院治療することとなっ
た子供が教育を受けるためには，それまで在籍
していた小学校，中学校等から.病院内にある
特別支援学校(病弱).小中学校の病弱 ・身体虚
弱特別支援学級等の病院にある学校に転学する
ことが必要となる。
このことについて，学校教育法施行令第 12条
第l項においては.1小学校，中学校又は中等教
育学校に在学する学齢児童又は学齢生徒で視覚
障害者等になったものがあるときは，当該学齢
児童又は学齢生徒の在学する小学校，中学校又
は中等教育学校の校長は.速やかに，当該学齢
児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育
委員会に対し，その旨を通知しなければならな
い。」とし 小・中学校の校長が，入院や病状の
変化によって特別支援学校(病弱)に転学する
ことが適当な場合には市町村教育委員会に通知
することから転学手続きが法律上.開始される
こととなる。しかしながら，入院している児童
生徒が，小・中学校に在籍したまま長期欠席し
教育を受けることができない事例が後を絶たな
かった。また.医療技術の進歩に伴う治療法の
変化等によって，入院期間の短期化や入退院を
繰り返す等に対応した教育が求められる状況が
生じた。
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そこで. 1994 (平成6)年.文部省は.1病気
療養児の教育についてjの通知を出し，入院中
の病気療養児の実態の把握.適切な教育措置の
確保，病気療養児の教育機関等の設置，教職員
の専門性の向上を求めた7>。具体的には. 1入院
中の病気療養児の中には，小・中学校に在籍し
たまま長期にわたり欠席している場合があるの
で，入院先や入院期間，欠席日数，病状などの
的確に把握して，病弱養護学校等への転学の必
要性について適切に判断することJ.r転学事務
処理の迅速化，転学手続きが完了していない児
童生徒も，病弱養護学校等において，実際上教
育を受けられるような配慮が望まれることJ.r可
能な限り，病院等の協力を得て， 養護学校の本校，
分校，分教室等の設置や訪問教育の実施.特殊
学級(現在の特別支援学級)の設置など病弱教
育の特殊性を踏まえた適切な形態により 教育を
提{共することJとしている。
この通知の趣旨を答申した病気療養児の教育
に関する調査研究協力者会議は審議のまとめの
中で.病院に入院等している児童生徒に対する教
育について，病気療養に伴う学習の遅れなど補
完し 学力を補償する上で重要な意義を有する
とともに，病気療養児の教育の意義と して 1 ) 
積極性・自主性・社会性の画養. 2)心理的安
定への寄与.3)病気に対する自己管理能力.4) 
治療上の効果等を挙げて病弱教育の有用性と必
要性を述べている。
その後.2002(平成 14)年に学校教育法施行令
の一部改正によって病弱養護学校での教育の対
象となる児童生徒の就学基準の見直しが行われ
た。この改正では，医療等に要する期間の予見
が困難になっていることに加えて.入院期間の
短期化と入院の頻固化傾向がみられることを踏
まえて 「ー 慢性の呼吸器疾患，腎臓疾患及び神
経疾患，悪性新生物その他の疾患の状態が継続
して医療又は生活規制を必要とする程度のもの，
二 身体虚弱の状態が継続して生活規制を必要と
する程度のものjとした。これま での 16か月
以上」の医療又は生活規制を必要とする程度の
者を病弱者とする規定を改め.1継続して」医療
又は生活規制を必要とする程度の者を病弱者と
規定したのである。
そして，近年，医療の進歩等による入院期間
のさらなる短期化や，短期間で入退院を繰り返
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したり，退院後も引き続き治療や生活規制が必
要なために小・中学校等への通学が困難であっ
たりする児童生徒者への対応など，病院等に入
院又は通院して治療を受けている病弱・身体虚
弱の幼児児童生徒を取り巻く環境は大きく変化
している。また，政府の第二期がん対策推進基
本計画 (2012(平成24)年6月)等に基づき，
診療機能の充実及びより良い診療体制の整備の
ため，専門医療の集約化，ネットワーク化を進
めることを目的として， 厚生労働省において，
全国 15か所の 「小児がん拠点病院」の指定が行
われたれ。 このような背景から.2013(平成25)年，
文部科学省は. i病気療養児に対する教育の充実
についてJの通知を出し，小児がん拠点病院の指
定に伴う対応，病院を退院後も通学が困難な病
気療養児への対応について理解と教育対応の推
進を促した91。さらに，この通知においては，前
記した 「病気療養児の教育についての通知」に
提示した取り組みの徹底を促している。
4.特殊教育から特別支援教育への発展的転換
2007 (平成 19)年4月の学校教育法の改正
は.2001 (平成 13)年に 「特別支援教育の在り
方に関する調査研究協力者会議Jが設置された
ことに端を発し 2005(平成 17)年12月の特別
支援教育に関する中央教育審議会答申 「特別支
援教育を推進するための制度の在り方について」
10)の提言を踏まえ成立したものである。この間
2003 (平成 15)年度から. i特別支援教育推進体
制モデル事業J(2005 (平成17)年度からは「特
別支援教育体制推進事業J)を全都道府県に委嘱
して特別支援教育の体制づくりが進められてき
た。そして，小中学校等で、は「校内委員会」の設置，
「特別支援教育コーディネーター」の指名. 1個
別の教育支援計画」の策定を行うこととされた。
また，各都道府県教育委員会等においては.1専
門家チーム」の設置. i巡回相談」の実施，部局
横断型の「特別支援連絡協議会」の設置が求め
られてきた。「特別支援教育を推進するための制
度の在り方について(答申)Jは，障害のある子
供を含めた万人のための学校を提唱した 「サマ
ランカ宣言」を契機とする国際連合を中心とし
た国際的な動向や.2002 (平成 14)年12月に閣
議決定された 「新障害者基本計画J1)において，
100 
教育 ・療育に特別なニーズのある子供に適切に
対応するという基本方針など，障害者施策を巡
る国内外の動向を踏まえて出されたものである。
この答申において，①それまでの盲・聾・養
護学校乞障害種別を超えた学校制度 (1特別支
援学校 (仮称)J)とすること，②特別支援学校
(仮称)の機能として，小・中学校等に対する支
援などを行う地域の特別支援教育のセンター的
機能を新たに設けること，③小・中学校の通常
の学級に LD.ADHD.高機能自閉症等の児童生
徒が在籍していることから，通常の学級も含め
た教育活動全体での特別支援教育の推進が図ら
れるよう教育委員会や学校における推進体制の
整備を促進すること，④新たに創設される特別
支援学校(仮称)の教諭が有することを前提と
した特別支援学校教諭免許状(仮称)は，学校
種に対応した免許状として，特別支援学校(仮称)
の教員が有するものとしつつ，小 ・中学校にお
ける特殊学級や通級による指導を担当する教員
や. LD' ADHD・高機能自閉症等の幼児児童生
徒に対する特別な指導を担当する教員の専門性
向仁にも資するものとして位置付けることを提
案している。
そしてこの答申の内容の多くが.2007 (平成
19)年4月の学校教育法，教職員免許法の改正
において，法令に位置づけられることとなった
)。法改正の趣旨は. 1児童生徒等の障害の重複
化に対応した適切な教育を行うため，現在の盲・
聾・ 養護学校から障害種別を超えた特別支援学
校とするなどの改正を行う。」である。学校教育
法の改正内容は.i盲学校，聾学校，養護学校を，
障害種別を超えた特別支援学校に一本化J.i特
別支援学校においては， 在籍児童等の教育を行
うほか，小中学校等に在籍する障害のある児童
生徒等の教育について助言援助に努める旨を規
定J.i小中学校等においては，学習障害 (LD)・
注意欠陥多動性障害 (ADHD)等を含む障害の
ある児童生徒等に対して適切な教育を行うこと
を規定」の3点であった。また，教育職員免許
法の改正内容は. i現在の盲・聾・養護学校ごと
の教員免許状を特別支援学校の教員免許状とし，
当該免許状の授与要件として，大学において修
得すべき単位数等を定めるとともに，所要の経
過措置を設ける。」であった。しかしながら，特
殊学級と通級指導教室の制度を見直し 「特別支
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援教室 (仮称)jを新たに制度化し法令に位置す
るとの提案は，今後の特別支援教育の取組の実
施状況を踏まえ.継続して検討することとなっ
た。
これまで病気療養中，通院中の子供たちの教
育は，主に病弱養護学校，身体虚弱特殊学級に
おいて特殊教育の一環として行われてきたが，
学校教育法の改正によって，これからは，特別
支援学校 (病弱教育部門)，身体虚弱特別支援学
級を中心に，特別支援教育という制度において
教育が行われることになった。特に，学校教育
法第 71条の 3において， 1特別支援学校におい
ては，(中略)，幼稚園，小学校，中学校，高等
学校又は中等教育学校の要請に応じて，第75条
第1項に規定する児童，生徒又は幼児の教育に
関する必要な助言又は援助を行うよう努めるも
のとする。」との条文が新たに加わったことは，
病気のある子供達の教育に新たな教育の仕組み
につながる可能性がある。第75条第 1項に規定
される児童，生徒又は幼児とは，特別支援学級 (こ
れまでの特殊学級)に在籍する者だけではなく，
「その他教育上特別の支援を必要とする者」も含
まれる。つまり，特別支援学校の教職員が.通
常の学級に在籍しながらも特別の支援を必要と
する児童，生徒の教育について，助言， 援助を
行うことが法的に位置づけられた。
文部科学省の学校基本調査によると， 2013 (平
成25)年間に 30日以上欠席した長期欠席児童
生徒のうち，病気がその理由であった小学生は
20，335人，中学生は 18.481人であった。2013(平
成25)年5月1日現在の全国の特別支援学校の
在学者数が，小学部37，619人，中学部29，554人
であったことと比較すると，病気を理由に長期
欠席している児童生徒の数がかなりになること
がわかる。そして，これらの病気を理由に学校
に通うことができない児童生徒への教育支援が，
病弱教育の課題となってきた。病弱者である児
童生徒に対する教育を行う特別支援学校が地域
の特別支援教育のセンターとしての役割を担う
ことが法的に位置づけられ，これまでは行われ
ていなかった小 ・中学校に在籍している病気の
ある児童生徒，特に病気を理由とする長期欠席
児童生徒への積極的な教育支援が可能になった
と捉えることができる。
5. 障害者権利条約の批准に向けた圏内の取組
障害者権利条約は，障害者の人権及び基本的自
由の享有を確保し障害者の固有の尊厳の尊重
を促進することを目的として.障害者の権利の
実現のための措置等について定める条約である。
障害者権利条約は， 2006 (平成 18)年 12月
13日に国連総会において採択され， 2008 (平成
20)年5月3日に発効した。
この条約第 1条において，1障害者には，長期
的な身体的，精神的，知的又は感覚的な機能障
害であって，様々な障壁との相互作用により他
の者との平等を基礎として社会に完全かつ効果
的に参加することを妨げ得るものを有する者を
含む。」と規定しており，悪性新生物や神経系の
疾患，慢性疾患など長期にわたって治療や療養
を要する病気のある子供も，この条約の対象で
あると考える。
障害者権利条約において，教育に関しては第
24条に規定している。第l項では.1障害者を
包括するあらゆる段階の教育制度及び生涯学習
を確保する。」と規定している。ここでいう障
害者を包括するあらゆる段階の教育制度がイ ン
クルーシブ教育システム (inclusiveeducation 
system) である。そして第 2項では，この権
利を実現するために確保しなければならないこ
ととして， 1 ( a)障害者が障害に基づいて一般
的な教育制度から排除されないこと及び障害の
ある児童が障害に基づいて無償のかつ義務的な
初等教育から又は中等教育から排除されないこ
と。J. I(b)障害者が，他の者との平等を基礎
として. 自己の生活する地域社会において. 障
害者を包容し質が高く，かつ，無償の初等教
育を享受することができること及び中等教育
を享受することができること。J. I(C)個人に
必要とされる合理的配慮が提供されること。j，
1 ( d)障害者が，その効果的な教育を容易にす
るために必要な支援を一般的な教育制度の下で
受けること。j，I( e)学問的及び社会的な発達
を最大にする環境において.完全な包容という
目標に合致する効果的で個別化された支援措置
がとられること。」を定めている。
我が国は， 2007 (平成 19)年9月にこの条約
に署名したものの，批准するためには，この条
約に完全に準拠するよう囲内法の整備を行う必
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要があった。そこで， 2009 (平成21)年 12月に
内閣総理大臣を本部長，全閣僚をメンバーとす
る「障がい者制度改革推進本部jを設立し， I障
がい者制度改革推進会議」において国内法制度
の改革を進めていくこととなった。2010(平成
22)年12月には，この会議から 『障害者制度改
革の推進のための第二次意見J131が出され.会
議の問題認識として教育について， I日本におけ
る障害者に対する公教育は特別支援教育によっ
て行われており，法制度として就学先決定に当
たっては，基準に該当する障害のある子供は特
別支援学校に就学する原則分離別学の仕組みに
なっている。障害者権利条約は，障害のある子
供とない子供が共に教育を受けるインクルーシ
ブ教育制度の構築を求めており，こうした観点
から.現状を改善するために以下を実施するこ
とが必要である。」としインクルーシブな教育
制度の構築，地域における就学と合理的配慮の
確保.学校教育における多様なコミュニケーショ
ン手段の保障，交流及び共同学習の実施を求め
ている。
その後， 2011 (平成23)年8月には障害者基
本法の改正， 2012 (平成 24)年6月には障害者
総合支援法の成立， 2013 (平成 25)年6月には，
障害者差別解消法の成立ならびに障害者雇用促
進法の改正など，次々と条約の締結にむけた制
度改革が行われた。教育分野においても，2013 (平
成25)年9月に 「学校教育法施行令の一部を改
正する政令Jが施行され，障害のある子供の就
学先を決定する仕組みが改正されることとなっ
たヘ
そして 2013(平成25)年 1月19日の衆議院
本会議， 12月4日の参議院本会議において，全
会一致で、障害者権利条約の締結が承認されまし
た。これを受けて 2014(平成 26)年 l月20日
障害者権利条約の批准書を国連に寄託し同年2
月19日に日本において効力を生じることとなっ
た。
s. インクルーシブ教育システムの構築のため
の特別支援教育
2010 (平成 22)年7月に，障害者権利条約の
理念を踏まえた特別支援教育の在り方について
専門的な調査審議を行うため，中央教育審議会
初等中等教育分科会に「特別支援教育の在り方
に関する特別委員会J(以下，特特委員会とする)
が設置された。主な検討事項は， ( 1 )インクルー
シブ教育システムの構築という権利条約の理念
を踏まえた就学相談・就学先決定の在り方及び
必要な制度改革. (2) (1)の制度改革の実施
に伴う体制・環境の整備， (3)障害のある幼児
児童生徒の特性・ニーズに応じた教育・支援の
実施のための教職員等の確保及び専門性の向上
のための方策等とされた ヘ
2010 (平成22)12月には， I論点整理」が公
表され 161 2012 (平成24年)7月に， r共生社会
の形成に向けたインクルーシブ教育システム構
築のための特別支援教育の推進(報告)Jがとり
まとめられた。この特特委員会報告は，次の 5
点を柱としている。その柱について，ここでは
報告の一部を引用して掲載する。
(1)共生社会の形成に向けて
-共生社会の形成に向けて，障害者の権利に関
する条約に基づくインクルーシブ教育システ
ムの理念が重要であり，その構築のため.特
別支援教育を着実に進めていく必要があると
考える。
インクルーシブ教育システムにおいては，同
じ場で共に学ぶことを追求するとともに，個
別の教育的ニーズのある幼児児童生徒に対し
て， 自立と社会参加を見据えて.その時点で
教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供
できる，多様で柔軟な仕組みを整備すること
が重要である。
-小・ 中学校における通常の学級.通級による
指導，特別支援学級，特別支援学校といった.
連続性のある 『多様な学びの場』を用意して
おくことが必要である。
図2は， 筆者が考えるインクルーシブ教育
システムの構成図である。
(2 )就学相談 ・就学先決定の在り方について
-子供一人一人の教育的ニーズに応じた支援を
保障するためには，乳幼児期を含め早期から
の教育相談や就学相談を行うことにより，本
人・保護者に十分な情報を提供するとともに.
幼稚園等において， 保護者を含め関係者が教
育的ニーズと必要な支援について共通理解を
深めることにより.保護者の障害受容につな
げ.その後の円滑な支援にもつなげていくこ
-102-
インクルーシブ教育システム構築のための病弱・身体虚弱教育の役割 103 
インクルーシブ教育システム
図2 インクルーシブ教育システムの構成図
とが重要で、ある。
-就学基準に該当する障害のある子供は特別支
援学校に原則就学するという従来の就学先決
定の仕組みを改め，障害の状態，本人の教育
的ニーズ，本人・保護者の意見，教育学，医学.
心理学等専門的見地からの意見，学校や地域
の状況等を踏まえた総合的な観点から就学先
を決定する仕組みとすることが適当である。
-市町村教育委員会が，本人・保護者に対し十
分情報提供をしつつ，本人・保護者の意見を
最大限尊重し本人・保護者と市町村教育委
員会，学校等が教育的ニーズと必要な支援に
ついて合意形成を行うことを原則とし 最終
的には市町村教育委員会が決定することが適
当である。
-就学時に決定した「学びの場jは固定したも
のではなく，それぞれの児童生徒の発達の程
度，適応の状況等を勘案しながら柔軟に転学
ができることを，すべての関係者の共通理解
とすることが重要である。
( 3 )障害のある子供が十分に教育を受けられる
ための合理的配慮及びその基礎となる環境
整備
障害のある子供に対する支援については，法
令に基づき又は財政措置により，国は全国規
模で，都道府県は各都道府県内で¥市町村は
各市町村内で.教育環境の整備をそれぞれ行
う。これらは， I合理的配慮」の基礎となる環
境整備であり，それを「基礎的環境整備」と
呼ぶこととする。これらの環境整備は，その
整備の状況により異なるところではあるが，
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これらを基に，設置者及び学校が，各学校に
おいて，障害のある子供に対し，その状況に
応じて 「合理的配慮」を提供する。
-合理的配慮」は，一人一人の障害の状態や教
育的ニーズ等に応じて決定されるものであり.
設置者・ 学校と本人・保護者により，発達の
段階を考慮しつつ， I合理的配慮」の観点を踏
まえ， I合理的配慮jについて可能な限り合意
形成を図った上で決定し提供されることが
望ましく.その内容を個別の教育支援計画に
明記することが望ましい。なお，設置者・学
校と本人 ・保護者の意見が一致しない場合に
は， I教育支援委員会J(仮称)の助言等により，
その解決を図ることが望ましい。
-合理的配慮」の充実を図る上で， I基礎的環境
整備」の充実は欠かせない。そのため，必要
な財源を確保し，国，都道府県，市町村は，
インクルーシブ教育システムの構築に向けた
取組として， I基礎的環境整備jの充実を図っ
ていく必要がある。
-合理的配慮」は， I基礎的環境整備」を基に個
別に決定されるものであり，それぞれの学校
における「基礎的環境整備Jの状況により。
提供される 「合理的配慮」は異なることとなる。
(4 )多様な学びの場の整備と学校関連携等の推
進
多様な学びの場として，通常の学級，通級に
よる指導，特別支援学級，特別支援学校それ
ぞれの環境整備の充実を図っていくことが必
要である。
-特別支援教育により多様な子供のニーズに的
確に応えていくためには，教員だけの対応で
は限界がある。校長のリーダーシップの下
校内支援体制を確立し学校全体で対応する
必要があることは言うまでもないが，その上
で，例えば，公立義務教育諸学校の学級編制
及び教職員定数の標準に関する法律に定める
教職員に加えて，特別支援教育支援員の充実，
さらには.スクールカウンセラー，スクール
ソーシャルワーカー， ST (言語聴覚士)， OT 
(作業療法士)， PT (理学療法士)等の専門家
の活用を図ることにより，障害のある子供へ
の支援を充実させることが必要である。
域内の教育資源の組合せ (スクールクラス
ター)により，域内のすべての子供一人一人
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の教育的ニーズに応え，各地域におけるイン
クルーシブ教育システムを構築することが必
要である。
-特別支援学校と幼・小 ・中・高等学校等との間，
また，特別支援学級と通常の学級との間でそ
れぞれ行われる交流及び共同学習は，特別支
援学校や特別支援学級に在籍する障害のある
児童生徒等にとっても，障害のない児童生徒
等にとっても，共生社会の形成に向けて経
験を広め，社会性を養い，豊かな人間性を育
てる上で，大きな意義を有するとともに，多
様性を尊重する心を育むことができる。
(5 )特別支援教育を充実させるための教職員の
専門性向上等
インクルーシブ教育システム構築のため，す
べての教員は，特別支援教育に関する一定の
知識 ・技能を有していることが求められる。
特に発達障害に関する一定の知識・技能は，
発達障害の可能性のある児童生徒の多くが通
常の学級に在籍していることから必須である。
これについては，教員養成段階で身に付ける
ことが適当であるが，現職教員については，
研修の受講等により基礎的な知識 ・技能の向
上を図る必要がある。
・学校全体としての専門性を確保していく上で，
校長等の管理職のリーダーシップは欠かせな
い。また，各学校を支援する，教育委員会の
指導主事等の役割も大きい。このことから，
校長等の管理職や教育委員会の指導主事等を
対象とした研修を実施していく必要がある。
-特別支援学級や通級による指導の担当教員は，
特別支援教育の重要な担い手であり，その専
門性が校内の他の教員に与える影響も極めて
大きい。このため，専門的な研修の受講等に
より，担当教員としての専門性を早急に担保
するとともに，その後も研修を通じた専門性
の向上を図ることが必要である。
7. 障害や病気のある子供の新たな就学先決定
の仕組み
2013 (平成 25)年9月1日から，改正学校教
育法施行令が施行され，同日に文部科学省事務
次官から 「学校教育法施行令の一部改正につい
て (通知)Jが発出された 1九 これは，特特委員
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会報告において， r就学基準に該当する障害の
ある子供は特別支援学校に原則就学するという
従来の就学先決定の仕組みを改め.障害の状態，
本人の教育的ニーズ，本人・保護者の意見，教
育学，医学，心理学等専門的見地からの意見，
学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観点か
ら就学先を決定する仕組みとすることが適当で
ある。」との提言を受けて.行われた法改正であ
る。
文部科学省は，就学手続きに関する具体の業
務を行う際の参考として，就学手続の概要，障
害の実態把握の方法，教育的対応などを内容と
した「就学指導資料J(2002 (平成 14)年 6月
作成)に替えて，就学手続等に携わる者が，法
改正の趣旨及び内容について十分に理解した上
で，円滑に障害のある児童生徒等への教育支援
がなされるよう，新たに「教育支援資料」μ(2却01日3(平
成2お5)年1叩O月作成)をとりまとめた げ
学校教育法施行令の改正によ つて整{備蒲された
就学に関する手続きの変更点について，次に示
した。
(1)就学先を決定する仕組みの改正(第5条及
ぴ第 11条関係)
学校教育法第72条において，r特別支援学校は，
視覚障害者， 聴覚障害者，知的障害者，肢体不
自由者又は病弱者(身体虚弱者を含む。以下同
じ。) に対して，幼稚園，小学校，中学校又は高
等学校に準ずる教育を施すとともに，障害によ
る学習上又は生活上の困難を克服し自立を図る
ために必要な知識技能を授けることを目的とす
る。」と特別支援学校の目的を明記している。障
害や病気のある子供の就学先決定について，法
改正前は，学校教育法第75条において，r第72
条に規定する視覚障害者，聴覚障害者，知的障
害者，肢体不自由者又は病弱者の障害の程度は，
政令で定める。」 とし，政令である学校教育法施
行令第22条の3において.特別支援学校の対象
となる児童生徒の障害の程度や状況を示してい
た。これをもって，原則的に就学先を決定する「就
学基準」 と位置づけられていた。
この 「就学基準」に該当する子供は，原則，
特別支援学校に就学することとなり，分離別学
の仕組みになっていることは，障害者権利条約
第24条の「障害者が障害に基づいて一般的な教
育制度から排除されないことjという規定に組
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離が生じる。そこで¥学校教育法施行令第5条
を改正し保護者に対する小学校.中学校及び
中等教育学校への入学期日等の通知と学校の指
定について.就学予定者のうち「視覚障害者，
聴覚障害者，知的障害者.肢体不自由者又は病
弱者(身体虚弱者を含む。)(以下.視覚障害者
等とする)で，その障害が，第 22条の 3の表に
規定する程度のもの以外の者」と「視覚障害者
等のうち.市町村の教育委員会が，その者の障
害の状態に照らして， 当該市町村の設置する小
学校又は中学校において適切な教育を受けるこ
とができる特別の事情があると認める者 (認定
就学者)J としていたものを， I認定特別支援学
校就学者 (視覚障害者等)で，その障害が.第
22の3の表に規定する程度のもののうち，当該
市町村の教育委員会が，その者の障害の状態，
その者の教育上必要な支援の内容.地域におけ
る教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案
して，その住所の存する都道府県の設置する特
別支援学校に就学させることが適当であると認
める者をいう。)以外の者」とした。つまり.就
学予定者のうち「十分な教育」が受けることが
できる教育の場となる学校の指定は， 子供の障
害の状況のみで決定するのではなく ，障害の状
況の他に，教育支援の内容や提供可能な教育体
制，保護者や本人の意見，専門家の意見等を総
合的に判断して決定する新たな仕組みとした。
このことによって，特に特別支援学校への就学
が望ましい， と市町村教育委員会が判断した就
学予定者のみを「認定特別支援学校就学者」と
して，学校教育法施行令第 15条の規定に基づい
て特別支援学校に就学することとした。
(2 )障害の状態等の変化を踏まえた転学 (第6
条の 3及び第12条の 2関係)
特別支援学校・小中学校聞の転学について，
その者の障害の状態の変化のみならず，その者
の教育上必要な支援の内容，地域における教育
の体制の整備の状況その他の事情の変化によっ
ても転学の検討を開始できるよう，規定の整備
を行なった。法改正前は，原則， 学校教育施行
令 22条の 3に示す障害の程度が改善しない限
り，特別支援学校から小学校，中学校等に転学
することはなかったが，法改正により，教育支
援の内容や自治体における教育体制が整うこと
によって. より柔軟に特別支援学校からの転学
すること可能となった。そのため，特別支援学
校への就学後においても市町村教育委員会が児
童生徒の最新の状況を正確に把握することが求
められるようになった。
(3 )視覚障害者等による区域外就学等(第9条，
第 10条，第17条及び第 18条関係)
視覚障害者等である児童生徒等をその住所の
存する市町村の設置する小中学校以外の小学校，
中学校又は中等教育学校に就学させようとする
場合等の規定を整備した。また，視覚障害者等
である児童生徒等をその住所の存する都道府県
の設置する特別支援学校以外の特別支援学校に
就学させようとする場合等の規定を整備した。
法改正前は.区域外就学に関する規定は，特別
支援学校に就学することとなる視覚障害者等で
ある児童生徒を除いて運用されていたが，除外
規定が撤廃されることとなった。
(4 )保護者及び専門家からの意見聴取の機会の
拡大 (第18条の 2関係)
市町村の教育委員会は，児童生徒等のうち視
覚障害者等について.小学校，中学校又は特別
支援学校への就学又は転学に係る通知をしよ う
とするときは，その保護者及び教育学，医学，
心理学その他の障害のある児童生徒等の就学に
関する専門的知識を有する者の意見を聴くこと
となった。
8 インクルーシブ教育システムにおける病弱 ・
身体虚弱教育の役割
日本において，病気のある子供の教育は，特別
支援教育の中の病弱 ・身体虚弱教育として，制
度上位置づけて行われている。そして，病弱 ・
身体虚弱である子供を対象に教育を行うことを
目的に，学校教育法で，特別支援学校 (病弱)
や小中学校の病弱・身体虚弱特別支援学級，通
級指導教室を設置することができると定められ
ている。
一方， 子供の病気の種類は，小児がん.心臓疾患.
腎臓疾患，呼吸器疾患，内分泌疾患，筋ジスト
ロフイ .ー てんかん，心身症， 肥満，アレルギー
など多種であかその病状も多様である。その
ため.入院治療を必要とする子供の他，通院し
ながら小学校，中学校等に在籍している子供も
多い。
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つまり.病気のある子供は.特別支援学校(病
弱).小中学校の特別支援学級.通級指導教室，
そして通常の学級などに在籍している。このこ
とから.通常の学級においても病弱 ・身体虚弱
教育の視点をもって、教育支援が行われなけれ
ばならない。特に，学齢期の小児慢性特定疾患
の約85%の子供が小学校，中学校の通常の学級
に在籍していることから.学校と医療との連携
が大きな課題となっていることも指摘されてき
たヘ さらに.病気の状態は，日々変化するため，
病院への入院治療や自宅療養を行ったり.病状
に留意しながら学校に通っ たりするなど。在籍
する学校についても特別支援学校(病弱)や小
中学校の病弱 ・身体虚弱特別支援学級と小学校，
中学校との転学を頻繁に繰り返すことになる。
近年の医療の進歩等により入院期間の短期化や
入院の頻回化も顕著となっており，それに伴う
転学事務手続きも煩雑さが増している。これら
のことから，インクルーシブ教育システム構築
において求められている 「連続する多様な学び
の場」が. まさに病気のある子供には不可欠な
のである。 そして，病気のある子供の教育シス
テムの構築は.日本が目指しているインク ルー
シブ教育システム構築のモデルになると考える。
小学校. 中学校の通常の学級に在籍している
「病気を理由とする長期欠席児童生徒」は.学校
という場に行くことができないために，学習の
機会が著しく少なくなっている。 しかし病状
(千人)
30 
が重 くなり病院に入院すると.特別支援学校や
特別支援学級において学習する機会を得ること
ができるようになる。つまり. I学校」という場
で教育が行われる日本の小学校. 仁1:1学校の教育
システムにおいては，病気を理由に「学校」に
行くことができないことによって，教育を受け
る機会を失う仕組みになっているのである。
2013 (平成25)年の学校教育法施行令改正に
よる新たな就学先決定の仕組みによって，障害
や病気の状態等の変化を踏まえた転学がより柔
軟に行うことを可能となった。このことにより.
これまで多くの自治体が，入院していた病院か
ら退院することになると，特別支援学校(病弱)
や小中学校の病弱 ・身体虚弱特別支援学級から，
入院前に在籍していた前籍校である小学校，中
学校に転学するという.子供の病状や気持ちを
考慮する ことなく極めて機械的な就学手続き を
改善することができるものと考える。これまで
の一部の自治体においては.退院後も前籍校に
籍を直ちに異動させることなく，特別支援学校
(病弱)や小中学校の病弱・身体虚弱特別支援学
級に在籍した状況で，退院後も継続して，必要
に応じて教育を子供たちに届けようとしている。
たとえば，訪問による教育に切り 替えて， 特別
支援学校の教師が自宅療養している子供のもと
に出向いて授業を行ったり. 自宅からの通院の
|祭に，病院にある学校の教室において授業を行っ
たりしている。このような対応が，今後は多く
図3 学齢期における年齢区分別の入院患者数の推移
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表 1 学齢期における年齢区分ごとの退院患者平均在院日数の推移
5 歳~9 歳
病院 精神科病院
1999 (平成 1)年 10.4 21 
2002 (平成 14)年 9.2 138.8 
2005 (平成 17)年 8.9 233.9 
2008 (平成 20)年 8.7 307 
2011 (平成23)年 8.1 146.5 
の自治{本で可能となることを期待する。
図3は.厚生労働省が3年ごとに行っている「患
者調査」 による学齢期における年齢区分別の入
院患者数の推移を示している。
すべての年齢区分において.年を追うごとに入
院患者数が減少し 2013(平成 23)年は. 1984 
(昭和 59)年と比して. 5歳-9歳が31.6%，10 
歳-14歳が30.3%.15歳-19歳が30.2%となっ
ている。国勢調査によって，年齢区分別の人口
を集計すると.1985 (昭和 60)年は 5歳-9歳
が 8.531.834人，10歳-14歳が 10，042，121人.
15歳-19歳が8.979，947人であり， 2012 (平成
22) 年は 5歳-9歳が 5.585.661人. 10歳-14 
最が5.921.035人 15歳-19歳が6.063.357人で
あった。このことから， 2012 (平成 22)年の年
齢区分別の人口は. 1985 (昭和 60)年に比して.
5歳-9歳が65.5%，10歳-14歳が60.0%，15 
歳-19歳が67.5%であった。これらのことから，
人口減少よりも.入院患者数の減少の程度が大き
いことカfわかる。
また，表 Iは，同調査による学齢期における
年齢区分ごとの退院患者平均在院日数の推移を
示している。
退院患者平均在院日数については.年齢が上
がるにつれて，在院日数は増加しているが，年ご
との推移は，いずれの年齢区分においても. I病
院」において減少している。入院した子供は，病
院にある特別支援学校 (病弱)や小中学校の病
弱・身体虚弱特別支援学級に転校することによっ
て，病弱・身体虚弱教育対象として位置づけら
れるが， 2週間にも満たない平均在院日数である
現状においては，現行の就学手続きの仕組みに
は限界があると考える。そのためこれまでにも.
学校が設置されている医療機関に入院していた
10 歳~ 14歳 15 歳~ 19歳
病院 精神科病院 病院 精神科病院
14.5 75.4 15.2 71.7 
13.6 99.5 15.3 64.9 
13.2 99.5 14.9 50.6 
12.6 9.5 13.8 65.5 
11.7 9.5 12.7 48.6 
ものの，その期間が短期であったり，在院期間
の予測が不確定であったりしたため，特別支援
学校 (病弱)や小中学校の病弱・身体虚弱特別
支援学級に転学せず，小中学校に籍をおいたまま
長期欠席した状況で，入院治療している事例が
散見された。これらの事例について，複数の特
別支援学校(病弱)や小中学校の病弱・身体虚
弱特別支援学級において教員が。転学 しないま
ま入院している児童生徒に対しでも，在籍して
いる児童と同様に何らかの教育支援を実施して
いる。 しかしこの取組は，現行の教育制度に
は位置づけられていない。これらのインクルー
シブ教育システム構築を進めていく上で，在院
期間が短期化する傾向にある一方で、小学校
中学校の通常の学級に在籍したまま自宅療養期
間が長期化する病気のある子供の教育について、
教育の制度そのものの在り方について検討する
必要がある。
さらに、表 1からは，総合失調症や気分障害
等の精神及び行動の障害によって、精神科病院
に入院する子供の在院日数は、年々減少してい
るものの、依然として長期入院を要しているこ
とがわかる。また、病弱教育部門がある特別支
援学校に在籍する病弱・身体虚弱教育対象児童
生徒数に占める精神および行動の障害の診断の
ある児童生徒の割合は， 24.9%と高いヘ文部科
学省は. 2011 (平成 21) 年の特別支援学校学習
指導要領解説 「自立活動編」に戦後初めて、「精
神性の疾患」と表記し精神及び行動の障害の
児童生徒への教育について明記した ぺ しかしな
がら.児童精神科等の医療と連携した教育，あ
るいは、医療の一環としての教育の進め方につ
いて，考え方や指導方法は確立しておらず、統
合失調症，気分障害など精神疾患や心身症，発
-107-
108 「東洋大学文学部紀要J第68集 教育学科編 XL (2014年度)
達障害の二次障害のある生徒等への教育を、イ
ンクルーシブ教育システムに位置づけることは，
喫緊の課題である。
9.おわりに
小児医療の改革と病気のある子供への教育は、
いつの時代にも密接に関連しており、医療と教
育との連携は不可欠である。厚生労働省の小児
がん拠点病院の指定にみられるように高度医療
を必要とする疾患においては.国策として治療
の集約化，ネットワーク化.均てん化が今後も
進められることが予想される。このことは、病
気の子供は、自宅等がある近隣の病院だけでな
く、住所の存する自治体ではない他の都道府県
の病院等の圏域を越えた医療体制の下で、治療
を行うことになる。
日本の教育制度，就学先決定の仕組みは、住
所のある市町村教育委員会あるいは都道府県教
育委員会が設置する学校に就学する ことを前提
に設計されていることから、病気療養を必要と
する子供の就学については，より 一層の柔軟な
対応が求められる。障害者権利条約に掲げられ
たインクルーシブ教育システムにおける「連続
する多様な学びの場」として.病気のある子供
の病状の変化，治療の場の変化に十分に対応し
得る新たな教育の仕組みが構築されることが必
要である。
日本の教育制度における教員配置は、 「公立義
務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準
に関する法律」によって定められおり、年度の
5月1日付け在籍児童生徒数が根拠となる。こ
の教員配置の方法のみでは，病気のある子供の
一人一人の教育ニーズに柔軟に対応することは
容易ではなし、 今後は.特別支援学校のセンター
的機能を活用した巡回指導や教育委員会に配置
された加配教員を病院にある教室に派遣するな
どして、小学校，中学校に在籍したまま入院期
間中も教育を受けることができる制度を新たに
設けることが望ましい。
インクルーシブ教育システムの構築に向けて、
これからの病弱・身体虚弱教育は，特別支援学
校(病弱)と病弱 ・身体虚弱特別支援学級とが
協働し幼稚園，小学校，中学校，高等学校と
より 緊密な情報共有を図ることによ って，病気
のある子供の学びの場に隙間のない教育シス テ
ムを考えなければならない。
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